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論文審査の結果の要旨 

篠崎香織 

 本論文は、20 世紀初頭のペナンの華人の政治的動向を、海峡植民地と中国という、居住

地と出生ないし出自地の公権力および社会との関わりを軸に分析したものである。 

 第Ⅰ部「問題の所在と歴史的背景」では、従来、東南アジアの華人の政治的志向性に関

しては、自らの社会的上昇をはかる際に、居住地の公権力や社会との関係を重視する志向

（「華人」概念）と、中国の公権力や社会との関係を重視する志向（「華僑」概念）を、対

立的なものとして扱い、英語教育を受けた「英語派華人」と華語教育を受けた「華語派華

人」を峻別して、前者は居住地志向が、後者は中国志向が強く、華人の間での中国志向の

増大（「華僑」概念の優位）は、中国に対する関与の増大＝居住地への関与の減少を意味す

るものと描かれてきたことが指摘され、本論文の意図がこうした図式を批判し、華人の間

で居住地志向と中国志向が、それぞれ居住国での公権力との関係の強化、中国の公権力と

の関係の強化という、ペナン華人自身の必要によって、同時に強まることがありうること

を示すことにあるとされている。こうした問題を、ナショナリズム論、エスニシティ論を

用いて議論するとした上で、イギリスの海峡植民地の中での 20 世紀初頭までのペナンの歴

史的発展と周辺地域とのつながりがまとめられている。 

 第Ⅱ部「住民の保護と管理をめぐる海峡植民地の諸制度」および第Ⅲ部「民族性に基づ

く結社の設立と民族横断的な運動の展開」は、ペナン華人が居住地ペナンでの海峡植民地

の公権力およびその社会との関わりで、自らの社会的地位の上昇をめざす動向（「華人」概

念）が分析されている。まず第２章「海峡植民地における保護と調停をめぐる諸制度」で

は、イギリスの植民地支配に先立って土着の居住者がほとんど存在せず、既存の社会秩序

が不在だったペナンでは、イギリスが形成した秩序への反発は少なく、海峡植民地公権力

のつくった司法制度や治安制度を、移民たる住民の側も信頼しうるものとして受け入れる

ようになったとし、華人が 1877 年にイギリスが設置した華人保護署など、海峡植民地の制

度を積極的に利用したことが検討されている。 

 第３章「海峡植民地における華人と国籍」では、海峡植民地では華人は帰化の他、海峡

植民地で生まれたことによっても英国国籍を取得できたが、海峡植民地での生活や行政サ

ービスを受けるにあたっては英国国籍の有無はあまり大きな相違をもたらさず、むしろイ

ギリス領外に出た時にイギリス政府による保護を受けられるという点で大きな意味をもち、

この後者の点をめぐって、イギリスと清朝など他国政府、イギリスの本国政府・海峡植民

地政府・在清国公館の間でのせめぎあいがあったことが指摘されている。 

 第４章と第５章は「ペナンにおける民族性の表象と組織化」で、ペナンで華人、ムスリ

ム、タミル人、ヒンドゥー人、インド人キリスト教徒、ユーラシアンなどの民族ごとの組

織化がどのように進んだのかが分析されている。ここでは、こうした民族ごとの組織化が、

自分達の声を公権力に届かせる際に、「民族の庇護者・代表者」を自認する組織を設立し、



自分がその代表となって、隣人に認められているのと同等の資格を自分達にも認めるよう

要求する動きとして展開されたことが示されている。華人に関しては、1881 年に設立され

た華人公会堂と 1903 年に設立された華人商業会議所を取り上げ、従来は清朝政府による動

員の結果とされてきた後者を含め、ともに海峡植民地の公権力に対して意志を表出する場

として設立されたことが強調されている。またこれらの組織の指導者となったのは、植民

地公権力に対する発言力をもつ、英語教育を受けたエリートであったが、彼らは自分が代

表する華人大衆から遊離しては「民族の庇護者・代表者」としてふるまうことは不可能で

あり、それなりの動員力をもっていたことが指摘されている。 

 第６章「ペナン協会」と第７章「納税者協会の設立」では、いずれも民族横断的な運動

であったペナン協会（1906 年結成）と納税者協会（1905 年結成）が分析されている。これ

は、「ペナン住民」や「ジョージタウンの納税者」が公権力との交渉の枠組みになったこと

に対応して生まれた組織で、その際、自らの要求の正当性を「社会のあらゆる構成要素」

＝ヨーロッパ人、華人、マレー人、インド人が支持していることで示す必要から、民族横

断的な運動として組織され、華人は華人公会堂や華人商業会議所を通じてこれらの運動に

積極的に参加したとされている。両協会のこうした動きは、1920 年代にはジョージタウン

市政委員会と海峡植民地立法参事会でアジア人枠が拡大された際、華人公会堂や華人商業

会議所などがその代表枠を確保することにつながった。 

 第Ⅳ部「中国国外に居住する華人による中国との関係構築の試み」は、華人が中国の公

権力につながる経路をどのように構築し、中国の秩序のあり方への発言を強めていったの

かという、「華僑」概念の側面が分析されている。ここでは、従来、中国のナショナリズム

に取り込まれていったという側面が強調されてきたのに対し、ペナンの華人が、自分達の

利益のために、中国国外にいながら中国のあり方に影響力を及ぼしうる経路を獲得してい

ったという、在外華人の側の能動性が重視されている。まず第８章「中国の公権力に通じ

る経路の構築と華人商業会議所」では、在外華人が中国に帰国した際の安全を確保するた

めに、当初は清朝領事や副領事を窓口として利用していたが、十分な機能を果たさなかっ

たため、1903 年に清朝が商部をつくり中国各地に商業会議所が設立されると、華人はこの

経路を中国での安全の確保や中国に逃亡した悪徳商人追及に活用することをはかり、ペナ

ンの華人商業会議所が 1907 年に清朝政府に登録をしたのも、こうした文脈で理解されるべ

きであるとしている。 

 第 9 章「募金の論理」では、辛亥革命の過程で生まれた革命側の暫定地方政権や、革命

後の中華民国の中央政府や地方政府の資金的支援の呼びかけに、ペナンの華人も積極的に

対応するが、そこでは要請に応えた場合の効能へのさめた検討があり、また支援を提供し

た場合もその運用の透明性に注目していたことが指摘されている。 

 第 10 章「新たな経路の確立」では、中華民国では公権力の掌握をめぐって様々な勢力が

競合し、そのそれぞれが在外華人との関係構築につとめたこと、こうした流れの中で福建

省臨時省議会や参議院における「華僑議員」枠の設置や華僑連合会の結成が行われたこと、



ペナンの華人は、華人公会堂や華人商業会議所の指導者が中心となり、どの勢力が優勢に

なるのか分からない状況で、とりあえずすべての勢力との関係性を構築することにつとめ、

ペナン書籍新聞購読会を取り込んで国民党へのアクセスを確保する一方、一部は共和党を

結成して袁世凱へのアクセスを確保したことなどが指摘されている。 

 終章は、以上の本論をまとめ、ペナンの華人にとっては、居住地への関与と中国への関

与は、自分達がかかわる地域のあり方に自分達の意向を反映させるために必要な手段で、

矛盾するものではなく、「華人意識と華僑意識は、政治参加への意識が高まれば高まるほど、

それぞれに強化しうるものであった」と結論している。 

 本論文の最も重要な意義は、20 世紀初頭のペナンの華人の政治的動向を、一次資料を

用いてきわめて実証的に跡付けたという点にある。その中で、華人の動向をペナンの側か

ら地元の論理を重視して説明するという方法は一貫しており、そこから次のような貢献を

マレーシア華人研究の分野で行っている。まず本論文の最大の貢献は、マレーシアのみな

らず世界各国の中華総商会（時と場所により名称が変わるので、著者は「華人商業会議所」

で統一している）の嚆矢をなしたとされる、1903 年結成のペナン華人商業会議所が、従来

の通説と異なって、清朝政府の働きかけでなく地元の華人社会の必要性から生まれたもの

であることを立証した点にある。また、20 世紀初頭に活躍したペナンの多数の華人社会指

導者について、史書のみならず当時の複数の地元紙を用いて来歴を整理し、名前に漢字、

ローマ字表示を併用して示したことも、大きな貢献である。さらに、ペナンの華人と孫文

や康有為との関係は、従来も詳細に分析されてきた。そこには、「華人の辛亥革命に対する

貢献」という後世の価値観が多分に反映されていた。袁世凱派とも密接な関係があったと

の本論文の論証は、恐らく初めてなされたもので、「華僑と革命」の研究に一石を投じた。 

こうした点はマレーシアのみならず東南アジアの華人研究にも新たな視点を提示している。 

 ただし、審査においてはいくつかの問題点も指摘された。まず、なぜペナンにおいて「民

族」ごとに結社をつくり公権力に働きかける仕組みが 20 世紀初頭にできるのかという歴史

的な位置づけがあまり明確ではない。またこの本論文が描いた「民族」という枠組みの時

代性が不鮮明であることと関連して、本論文は華人が中国ナショナリズムに「組み込まれ

た」という見方を批判しているが、それでは 1920 年代以降、ペナンの華人をはじめとする

この地域の華人が中国ナショナリズムの積極的担い手となるという、あとの時代とのつな

がりが見えにくいという問題も指摘された。こうした問題は、本論文が「民族」という枠

組みがもつ功利的な側面にもっぱら注目し、「かけがえのない」帰属意識という側面との関

係を考察していないこととも関連していると思われる。また、基本的には分析概念として

使用されている「華人」と「華僑」の対比の説得力がいま一歩であったり、ペナンの華人

社会の多元性にもっと注目すべきではないかという指摘もなされた。 

しかしながら、こうした問題点や弱点は、今後の研究の深化の過程で克服されるべきも

のであり、本論文の基本的意義を否定するものではないと判断した。したがって、本審査

委員会はこの論文が博士（学術）の学位を授与するにふさわしいものと認定する。 


